
８ 月は の納期の月です。
納期限内納付を！

納税には、確実で
便利な口座振替を！
財政課税務グループ

町道民税　　　　第２期分
国民健康保険税　第２期分

＊予定価格の公表は、一般競争入札または指名競争入札に付するもので、建設工事および委託業務が対象となっています。
＊�金額は全て消費税および地方消費税相当額を含んだ額です。なお、予定価格を公表しない指名競争入札は落札率を記載して
おりません。(落札率　小数点第１位未満四捨五入）

入札日 工事名・業務名 予定価格 落札業者名 落札金額 落札率
6/13 堤防草刈委託業務 1,969,000円 有 限 会 社 奥 工 業 1,914,000円 97.2％
6/13 消火栓更新工事 2,519,000円 有限会社上ノ国電気工業所 2,420,000円 96.1％
6/13 検満量水器取替工事 2,244,000円 株 式 会 社 道 栄 2,145,000円 95.6％
6/13 水源移設調査委託業務 5,929,000円 株式会社日水コン北海道支所 5,610,000円 94.6％
6/13 健康づくりセンター大規模改修工事実施設計委託業務 6,457,000円 株 式 会 社 日 本 技 建 6,160,000円 95.4％
6/13 天神橋長寿命化修繕工事調査設計委託業務 6,589,000円 株式会社シー・イー・サービス 6,160,000円 93.5％
6/13 宮越橋長寿命化修繕工事調査設計委託業務 6,468,000円 株式会社シー・イー・サービス 6,050,000円 93.5％
6/20 道路ストック点検委託業務 40,777,000円 日本データーサービス株式会社 38,115,000円 93.5％
6/20 橋梁長寿命化修繕計画策定委託業務 5,984,000円 日本データーサービス株式会社 5,555,000円 92.8％
6/20 地域防災計画等改定委託業務 4,983,000円 日本データーサービス株式会社 4,675,000円 93.8％

入札結果のお知らせ（６月20日執行分まで）

■問い合わせ先　建退共北海道支部　☎０１１－２６１－６１８６

知っていますか？ 建退共制度建退共制度
　建退共制度は、中小企業退職金共済法に基づき建設現場労働者の福祉の増進と建設業を営む中小企業の振
興を目的として設立された退職金制度です。
　この制度は、事業主の方々が、労働者の働いた日数に応じて掛金となる共済証紙または退職金ポイントを
積み立て、その労働者が建設業界で働くことをやめたときに建退共から退職金を支払うという、いわば業界
全体での退職金制度です。電子申請方式の活用で、手続きが便利になっております。

◇特　長

◇電子申請方式で共済証紙にかかる事務負担が軽減します

◇建退共から事業主の皆様へのお願い

◇建退共制度の特例措置のお知らせ

◎国の制度なので安全、確実、申し込み手続は簡単です。
◎経営事項審査で加点評価の対象となります。
◎掛金の一部を国が助成します。
◎�掛金は事業主負担となりますが、法人は損金、個人では必要
経費として扱われ、税法上全額非課税となります。
◎�掛金は、インターネットを利用した電子申請での納付も可能
です。
◎�事業主が変わっても退職金は企業間を通算して計算されま
す。

◎金融機関での共済証紙の購入が不要となり、社内のパソコンで退職金ポイントを購入できます。
◎�共済証紙の共済手帳への貼付・消印や下請への交付・確認が不要となり、購入した退職金ポイントから
自社や下請の被共済者に掛金として充当されます。
◎�退職金ポイント購入額や掛金充当額などがサイト上で自動管理されるので、残高管理の負担が軽減しま
す。
◎電子申請方式で発行する掛金収納書などは、公共工事における工事関係書類の電子化に対応しています。

◎�共済証紙は、労働者の就労日数に応じて適正に貼付してください。電子申請方式の場合は、労働者の就
労日数に応じて退職金ポイントを適正に充当してください。
◎�「建設業退職金共済手帳」を所持している労働者が、建設業界を引退するときは、忘れずに退職金を請
求するよう指導してください。

建退共では、地震などにより災害救助
法が適用された皆様に対し、各種手続
の特例措置を実施しています。

ホームページ「建退共」に制度
説明用動画、Q&Aなど建退共制
度の知りたい情報が記載されて
います。
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広報かみのくに


